
 

- 156 - 

環   境 
 

１ 環境保全 ····························································· 157 

２ 環境衛生 ····························································· 166 

３ 清  掃 ····························································· 168 

 

鹿
児
島
市
食
品
ロ
ス
削
減
マ
ッ
チ
ン
グ
サ
ー
ビ
ス

「
か
ご
し
ま
タ
ベ
ス
ケ
」 



- 157 - 

環   境 

 
環境保全に つ い て は， 良好な 環境を 将来に わた っ て 保全， 創造し て い く た め ， 地球

温暖化 対策の推進， 環境監視体制や規制・ 指導の強化， 生物多様性の保全等を 総合的

かつ 計 画的に 実施し て い る 。  

環境衛生に つ い て は， き れい な 住みよ い ま ち づ く り を 進め る た め ， 衛生組織等と 連

携し て 環境美化に 対す る 意識啓発な ど に 取り 組む と と も に ， 墓地の施設整備や環境整

備等を 実施し て い る 。  

清掃行政に つ い て は， 環境への負荷の少な い 循環型社会の構築を 目指し て ， ご みの

減量化 ・ 資源化のた め の諸施策を 総合的に 実施す る と と も に ， ご み・ 資源物の適正処

理を 行 っ て い る 。  

１ 環境保全 

本市で は， 平成16年に 市， 事業者， 市民が共通に 認識す べき 基本と な る 考え 方を 基

本理念 と し て 定め ， そ れぞ れの責務を 明ら かに す る と と も に ， 本市の環境施策の基本

と な る 事項を 定め た 環境基本条例を ， 市民が健康で 文化的な 生活を 営むこ と がで き る

よ う ， 事業活動や日常生活に 伴っ て 生じ る 環境への負荷の低減を 図る た め ， 環境保全

条例を ， 樹木等の自然環境を 保護し ， 自然と の共生に 関す る 意識の高揚を 図る た め ，

保存樹 等及び 自然環境保護地区に 関す る 条例を 制定し た 。  

ま た ， 平成20年10月に は， 環境に やさ し い 持続可能な ま ち “ かご し ま ” を 築い て い

く 「 か ご し ま 環境都市宣言」 を 行っ た 。  

さ ら に ， 令和元年12月に は， 2050年ま で に 本市のＣ Ｏ ２ 排出量を 実質ゼロ に す る「 ゼ

ロ カ ー ボ ン シ テ ィ かご し ま 」 の実現に ， 市民や事業者等と 一体と な っ て 取り 組むこ と

を 宣言 し た 。  

そ し て ， 令和４ 年３ 月に は， 環境基本条例等を 踏ま え ， 本市の環境施策の基本的方

向性を 定め た「 第三次鹿児島市環境基本計画」 を 策定す る と と も に ，「 ゼ ロ カ ー ボ ン シ

テ ィ かご し ま 」 の実 現に 向け た Ｃ Ｏ ２ 排出削減 対策の方向性 を 示 し た ロ ー ド マ ッ プ や

地球温 暖化対策に 関す る 具体的な 施策を 定め た 「 ゼ ロ カ ー ボ ン シ テ ィ かご し ま 推進計

画」 を 策定し ， 積極的に 環境施策を 進め て い る 。  

(1) 環境審議会 

環境基本条例の規定に 基づ き ， 本市の環境の保全及び 創造に 関す る 基本的な 事項

等を 調査審議す る た め ， 鹿児島市環境審議会を 設置し て い る 。  

審議会の委員は， 学識経験者， 公募委員等 15人で 構成。  

(2) 環境アドバイザーの配置 

地球規模に 拡がる 環境問題に 的確に 対応し ，「 ゼ ロ カ ー ボ ン シ テ ィ かご し ま 」 の実

現に 向け て ， 国内に と ど ま ら ず国際的な 観点から ， 本市の環境施策に 対し て 専門的

な 助言等を 行う 「 環境ア ド バイ ザー 」 を 配置し て い る 。  

(3) かごしま環境未来館 

市民や市民活動団体， 事業者と の協働・ 連携を さ ら に 深め， 市民の環境問題に 関

す る ニ ー ズ の変化に 柔軟かつ 的確 に 対応す る た め ，（ 公財） かご し ま 環境未来財団が
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指定管理者と し て ， 参加体験型の 環境学習講座等の各種事業を 実施す る 。  

事業概要 

か ご し ま 環 境 未 来 館 を 拠 点 と し て 環 境 問 題 に つ い て 楽 し く 学 べ る 環 境 学 習 講 座

を 開催す る と と も に ， 環境フ ェ ス タ や城西 エ シ カ ルマ ルシ ェ な ど 市民等と 協働し た

事業を 実施す る 。  

施設概要 

所 在 地  城西二丁目１ 番５ 号  

開  館  平成20年10月10日（ 令和２ 年３ 月20日リ ニ ュ ー ア ルオ ー プ ン ）  

開館時間  午前９ 時30分～午後９ 時（ 日曜日， 休日は午後６ 時ま で ）  

休 館 日  月曜日（ 休日の場合はそ の後の最初の平日）  

12月29日～１ 月３ 日  

敷地面積  10, 162. 44㎡ 

延床面 積  2, 992. 52㎡ 

構  造  鉄筋コ ン ク リ ー ト 造  ２ 階建 

駐車台 数  普通車46台， バス ４ 台 

主な 施 設  １ 階 展示学習ゾ ー ン ， ミ ラ イ テ ラ ス ， リ サイ ク ル工房， 食工房， 活

動支援室な ど  

２ 階 多目的ホ ー ル， 研修室 

そ  の 他  電気自動車用急速充電器  

(4) 地球環境保全施策の推進 

① 第 三次環境基本計画等推進事 業  

「 自然と 共生し  ゼ ロ カ ー ボ ン を 進め る ま ち  かご し ま 」 の実現に 向け て ， 第

三次環境基本計画， ゼ ロ カ ー ボ ン シ テ ィ かご し ま 推進計画及 び 再生可能エ ネ ルギ

ー 活用計画に 基づ く 各種施策を 推進す る 。  

 

② シ ェ ア サイ ク ル運営事業  

市内中心部に 設置す る サイ ク ルポ ー ト で ， ど こ で も 自転車の貸出・ 返却がで き

る シ ェ ア サイ ク ルを 実施す る 。  

供用開始  令和５ 年４ 月24日 

※コ ミ ュ ニ テ ィ サイ ク ル運営事業は令和５ 年２ 月末で 終了。  

運用時間  24時間， 年中無休  

ポ ー ト 数  31カ 所 

自 転 車  227台（ 20イ ン チ 小径車， ３ 段変速， 電動ア シ ス ト 機能付き ）  

管理運営主体  ネ ク ス ト かご り ん 共同企業体  

料  金                      （ 令和７ . ４ . １ 現在）  

 基本料金  

１ 回プ ラ ン  165円 / 回 30分を 超え る と 30分ご と に 165円 

月額プ ラ ン  1, 980円 / 月 30分を 超え る と 30分ご と に 165円 

１ 日 パ ス  1, 650円 / 日 

当日23時59分ま で 乗り 放題 

鹿 児 島 中 央 駅 東 口 駅 前 広 場観 光 案 内 所及 び シ

ェ ラ ト ン 鹿 児 島 で 購 入 の 場合 は 別 途 Ｉ Ｃ カ ー

ド 発行料550円が必要 

法 人 会 員 4, 400円 / 月 30分超の制限な し  
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③ 森 の力で かご し ま “ グ リ ー ン 化” 事業 

市有林の森林整備（ 間伐） に よ り 生じ る Ｃ Ｏ ２ 吸収量増加分を ， 県の「 かご し ま

エ コ フ ァ ン ド 」 を 活用し て ク レ ジ ッ ト 化（ 価格化） し ， 事業者等が購入し た 代金

を エ コ フ ァ ン ド 活用基金に 積 み立て ， 本市の地球温暖化対策に 取り 組む 。  

 

④ ゼ ロ カ ー ボ ン 電力切替事業  

市が率先し て 市役所で 使用す る 電力を ゼ ロ カ ー ボ ン 電力に 切り 替え る こ と で ，

市民や事業者に さ ら な る 環境意識の向上と 具体的な 取組を 喚起す る 。  

  

 ⑤ ゼ ロ カ ー ボ ン ガ ス 導入事業  

   都市ガ ス を 使用す る 小学校全 42校に ， 南部清掃工場で 精製し た バイ オ ガ ス 由来

の環境 価値 付き 都市ガ ス を 供 給し ， 都市 ガ ス 使用に 伴う Ｃ Ｏ ２ 排出 量を 実質 ゼ ロ

に す る こ と で ， 再生可能エ ネ ルギ ー の地産地消を 推進す る 。  

 

⑥ ゼ ロ カ ー ボ ン 推進支援事業  

○Ｃ Ｏ ２ 排出量可視化等支援  
事業者が自社の現状を 把握し 、 脱炭素 に 向け た 取組 を 検討 す る た め 、 Ｃ Ｏ ２

排出量の可視化や脱炭素経営に 向け た ロ ー ド マ ッ プ の作成、 そ の実現に 向け た

設備改修等に つ い て 、 補助金や融資の活用等を 助言す る な ど 、 事業者の伴走支

援を 行う 。   
○ゼ ロ カ ー ボ ン 推進支援補助金  
 （ 太陽光）  

太陽光発電シ ス テ ム の設置を 行う 事業者や同シ ス テ ム と ホ ー ム ・ エ ネ ルギ ー ・

マ ネ ジ メ ン ト ・ シ ス テ ム（ Ｈ Ｅ Ｍ Ｓ ） の併置な ど を 行う 市民に 対し て 助成す る 。  

対   象  補助金額 

太陽光発電シ ス テ ム   

 
個人住宅（ 注１ ）  

１ 万５ 千円/kW 

上限15万円（ 10kW未満）  

共同住宅（ 注２ ）  
２ 万円/kW 

上限20万円（ 10kW未満）  

事業所（ 環境管理事業所で な い 事業所）（ 注２ ）  
１ 万５ 千円/kW 

上限30万円 

環境管理事業所（ 注２ ）  
３ 万円/kW 

上限60万円 

個人住宅のみ対象 

Ｈ Ｅ Ｍ Ｓ （ 注３ ）  １ 万５ 千円/件 

リ チ ウ ム イ オ ン 蓄電池（ 注４ ）  ７ 万円/件 

家庭用燃料電池（ 注４ ）  ７ 万円/件 

Ⅴ２ Ｈ 充電設備（ 注４ ）  ５ 万円/件 

共同住宅のみ対象 電気自動車用充電設備（ 注３ ）  上限10万円 /件 

（ 注１ ） Ｈ Ｅ Ｍ Ｓ と 同時に 新設す る 場合に 限る 。  
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（ 注２ ） 太陽光発電シ ス テ ム のみの設置を 可と す る 。  

（ 注３ ） 太陽光発電シ ス テ ム と 同時に 新設す る 場合に 限る 。  

（ 注４ ） 太陽光発電シ ス テ ム と Ｈ Ｅ Ｍ Ｓ を 同時に 新設す る 場合に 限る 。  

 

  （ 次世代自動車）  

  次 世代自動車等を 購入す る 市民や事業者に 対し て 助成す る 。  

対象次世代自動車等  補助金額 

単年度当た り の補助 

上限台数又は件数  

個人 事業者 

燃料電池自動車 30万円/台 １ 台 ２ 台 

電気自動車（ 普通・ 小型自動車）  10万円/台 
１ 台 ２ 台 

電気自動車（ 軽自動車）  ５ 万円/台 

Ｖ ２ Ｈ 充電設備（ 注１ ）  ５ 万円/件 １ 件 １ 件 

ハイ ブ リ ッ ド ト ラ ッ ク  
10万円/台 １ 台 ４ 台 

ハイ ブ リ ッ ド バス  

ク リ ー ン デ ィ ー ゼ ルト ラ ッ ク  
５ 万円/台 １ 台 ４ 台 

ク リ ー ン デ ィ ー ゼ ルバス  

（ 注１ ） 電気自動車と 同時に 導入を す る 場合に 限る 。  

 

（ 省エ ネ 設備）（ 令和７ 年10月から 受付開始予定）  

Ｃ Ｏ ２ 排出量の可視化な ど 、 一定 の要 件を 満た す 事 業者 に 対 し 、 省エ ネ 設 備

等の導入を 支援す る 。  

対象 補助率 補助金額 

Ｌ Ｅ Ｄ 照明器具、 空調設備、 給

湯器、 断熱工事、 工事費 等 
１ ／２  上限100万円 

※対象等は、 令和７ 年４ 月時点の予定  

 

⑦ 電 気自動車等に 係る 駐車場の使用料減免措置  

電気自動車， 燃料電池自動車， ハイ ブ リ ッ ド 自動車及び プ ラ グ イ ン ハイ ブ リ ッ  

ド 自動車を 対象に ， 管理人が優待証を 確認で き る 市の公共施設駐車場（ 平川動物

公園， 鴨池海づ り 公園） を 利用し た 場合の駐車場使用料を 免除す る 。  

 

⑧ 電 気自動車等非常用電源の活 用  

公用車の電気自動車等を 動力源と し て 電力供給す る 機器（ 本庁 及び 各支所に 配

置済） を ， 災害時等に 活用す る 。  

保有台数 12台 

 

⑨ 水 素エ ネ ルギ ー 普及啓発事業  

水素エ ネ ルギ ー に 関す る 学習キ ッ ト を 用い た 情報発信を 行い ， 理解促進や普及

啓発を 図る 。  

 



- 161 - 

⑩ ゼ ロ カ ー ボ ン 市役所推進事業  

ゼ ロ カ ー ボ ン シ テ ィ かご し ま の実現に 向け ， 地域新電力等と 連携し ， 北部・ 南

部清掃工場等で 発電さ れる ゼ ロ カ ー ボ ン 電力を ， 他の市有施設に 供給す る 仕組み

の構築に 向け た 検討を 行う 。  

 

 ⑪ 省エ ネ ルギ ー 家電製品購入補助事業  

物価高騰の影響を 受け る 市民に 対し て 、 省エ ネ ルギ ー 性能の高い 家電製品の購

入を 促進す る こ と に よ り 、 家庭に お け る エ ネ ルギ ー 費用負担の軽減を 図る と と も

に 、 家庭部門から のＣ Ｏ ２ 排出量を 削減す る 。  

(5) 環境管理の導入促進 

環境への負荷を 低減す る 事業所の自主的取組を 促進す る た め ， 適正に 環境管理を

行っ て い る 事業所を「 グ リ ー ン オ フ ィ ス かご し ま（ 環境管理事業所）」 と し て 認定し

て い る 。  

累計認定事業所数 857事業所（ 令和７ . ４ . １ 現在）  

(6) 環境保全意識の高揚 

① 環 境フ ェ ス タ かご し ま の開催（ 平成14年度から 実施）  

市民や事業者に 環境問題に 対す る 関心や意識を 高め て も ら う と と も に ， 主体的

な 環境保全の行動を 促進す る こ と を 目的に ， 市民等と 協力・ 連携し て イ ベ ン ト を

開催す る 。  

 

② ブ ルー カ ー ボ ン 推進事業  

海 中で Ｃ Ｏ ２ を 吸収 す る ブ ル ー カ ー ボ ン 生 態系 の 多面的機能 に 着目 し ， 環境 意

識の醸成を 図る た め ， 植え 付け た ア マ モ のモ ニ タ リ ン グ や市民を 対象と し た 普及

啓発活動を 実施す る 。  

 

③ 学 校版環境Ｉ Ｓ Ｏ 認定事業  

平成17年度に 創設し た 学校版環境Ｉ Ｓ Ｏ 認定制度に 基づ き ， 環境保全や資源の

有効利用， 環境負荷の低減な ど ， 環境に やさ し い 学校づ く り に 取り 組む学校を 認

定し て い る 。  

認定校数 鹿児島市内の小中学校119校（ 令和７ . ４ . １ 現在）  

 

④ 水 環境イ ベ ン ト の開催等  

水環境保全意識の向上を 図る た め ， 親水ス ポ ッ ト 等を 紹介す る ガ イ ド ブ ッ ク を

配布す る と と も に ， 水環境イ ベ ン ト を 開催す る 。  

 

⑤ 石 け ん 展示コ ー ナ ー の設置  

水環境を 保全す る 観点から ， 本庁・ 支所な ど 10カ 所に ， 石け ん 展示コ ー ナ ー を

設置し て い る 。  

 

⑥ パ ン フ レ ッ ト 等の配布  

騒音防止や水環境の保全のた め ，「 建設工事を さ れる みな さ ま へ」 や「 環境に や

さ し い 水の使い 方を し ま せん か？」 な ど のパン フ レ ッ ト 等を ，機会を 捉え て 市民・
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事業者に 配布し て い る 。  

(7) 環境の現状 

① 監視体制                         （ 令 和６ 年度 ） 

大 

気 

汚 

染 

環 境 大 気 常 時 監 視  

○一般環境大気測定局（ ７ 局）  

・ 測定項目……二酸化硫黄， 浮遊粒子状物質， 二酸化窒素， 光化学

オキシダント ， 微小粒子状物質， 風向・ 風速等 

・ 方式……24時間自動測定テレメ ータ ー方式 

○自動車排出ガス測定局（ １ 局）  

・ 測定項目……一酸化炭素， 二酸化窒素， 微小粒子状物質等 

・ 方式……24時間自動測定テレメ ータ ー方式 

大 気 汚 染 物 質 の  

調 査 監 視 

・ 有害大気汚染物質モニタ リ ング調査（ １ 地点）  

・ ダイオキシン類の大気環境調査（ ４ 地点）  

・ 微小粒子状物質（ Ｐ Ｍ2． 5） 成分分析調査（ １ 地点）  

・ アスベスト 大気環境モニタ リ ング調査（ ２ 地点）  

事 業 所 監 視  

・ ばい煙発生施設の立入検査（ 19事業所）  

・ ばい煙量等の濃度測定の報告徴収（ 123件）  

・ ダイオキシン類の排出口調査（ 15事業所）  

・ 特定粉じ ん排出等作業の立入検査（ 延べ340事業所）  

・ アスベスト 除去作業現場周辺の環境調査（ ２ 地点）  

悪臭 事 業 所 監 視  ・ 立入調査（ ３ 事業所）  

騒音・  

振動 

交通騒音・ 振動の監視 ・ 自動車騒音調査……市内幹線道路（ 10地点）  

騒 音 ・ 振 動 の 監 視  ・ 特定建設作業の届出（ 291件）  

水 

質 

汚 

濁 

公共用水域常時監視 

・ 河川環境基準監視……６ 河川（ 稲荷川， 甲突川， 新川， 脇田川， 

永田川， 和田川） 15地点 

・ 水質保全目標調査……５ 河川（ 思川，本名川，神之川，下谷口川， 

八幡川） ５ 地点 

・ 一般河川環境調査……12地点 

・ 水質・ 土壌ダイオキシン類調査 

河川水質３ 地点， 河川底質３ 地点，  

地下水４ 地点， 土壌６ 地点 

事 業 場 監 視  ・ 水質汚濁防止法等排水基準監視………延べ116事業場 

化 学 物 質 汚 染 監 視  

・ ゴルフ場農薬排水調査………３ ゴルフ 場 

・ 地下水質監視…………………77井戸 

・ ダイオキシン類の排水監視…１ 事業場 

土壌 

汚染 
土 壌 汚 染 の 監 視  

・ 土地の形質変更の届出39件 

・ 要措置区域等の指定５ 件（ 令和７ . ４ . １ 現在）  
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② 大気環境 

大気環境の常時監視を 行っ て い る 。 令和６ 年度は， 有村局・ 黒神局・ 赤水局の

二酸化硫黄（ Ｓ Ｏ ２ ）， 市役所局・ 谷山支所局・ 喜入局のオ キ シ ダ ン ト （ Ｏ ｘ ）

が環境基準非達成で あ っ た 。  

ａ 環境基準達成状況                    （ 令和６ 年度）  

 大  気  汚  染   物  質  

大 気 汚 染 測 定 局 Ｓ Ｏ ２  Ｓ Ｐ Ｍ Ｏ ｘ  Ｎ Ｏ ２  Ｃ Ｏ  Ｐ Ｍ2. 5 

一 般 環 境 

市 役 所 局 ○ ○ × ○ － ○ 

谷 山 支 所 局 ○ ○ × ○ － ○ 

有 村 局 × ○ － － － － 

黒 神 局 × ○ － － － － 

桜 島 支 所 局 ○ ○ － － － － 

赤 水 局 × ○ － － － － 

喜 入 局 ○ ○ × ○ － ○ 

自 動 車 排 出 ガ ス  鴨 池 局 ○ ○ － ○ ○ ○ 

○： 環境基準達成 ×： 環境基準非達成 －： 測定な し  

ｂ 悪  臭 

立入調査（ ３ 事業所） を 実施し ， 悪臭の測定（ 臭気指数： 13検体） を 行っ た 。  

 

③ 騒音・振動 

自動車騒音調査のほか， 特定建設作業の届出（ 291件） 及び 騒音・ 振動防止の指

導を 行っ た 。  

ａ 環境基準達成状況 

130区 間で 面的 評価 を 実施 。 対 象戸 数 の97. 3％が 昼夜 と も 環 境基 準 値以 下で

あ っ た 。  

ｂ 自動車騒音調査 

10地点で 24時間測定を 実施し た 。 令和 ６ 年度は， す べて の測定地点に お い て 、

環境基準を 満足し た 。  

高速道路 国  道 県  道 

１ 地点 １ 地点 ８ 地点 

 

④ 水質環境 

ａ 環境基準達成状況 

６ つ の二級河川の９ 環境基準点で 毎月河川の水質調査を 行っ て い る 。  

令和６ 年度は， 全地点で 環境基準を 達成し た 。  

（ 単位： ㎎／L）  

河川名 採水地点 
Ｂ Ｏ Ｄ の 

基 準 値 

Ｂ Ｏ Ｄ （ 75％水質値）  ６ 年 度 

達成状況  ４ 年度 ５ 年度 ６ 年度 

稲 荷 川 
水 車 入 口 橋 ２ 以下 0. 8 1. 4 1. 0 ○ 

黒 葛 原 橋 ２  〃 0. 7 1. 4 0. 9 ○ 
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河川名 採水地点 
Ｂ Ｏ Ｄ の 

基 準 値 

Ｂ Ｏ Ｄ （ 75％水質値）  ６ 年 度 

達成状況  ４ 年度 ５ 年度 ６ 年度 

甲 突 川 

河 頭 大 橋 ２  〃 0. 6 1. 2 0. 8 ○ 

岩 崎 橋 ２  〃 0. 5 1. 1 0. 7 ○ 

松 方 橋 ２  〃 0. 5 1. 1 0. 8 ○ 

新 川 第 二 鶴 ヶ 崎 橋 ３  〃 0. 6 1. 3 1. 0 ○ 

脇 田 川 南 田 橋 ２  〃 0. 7 1. 3 1. 0 ○ 

永 田 川 新 永 田 橋 ３  〃 1. 0 1. 6 1. 2 ○ 

和 田 川 潮 見 橋 ２  〃 0. 8 1. 1 0. 8 ○ 

 

⑤ 開発行為等公害防止事前協議 

昭和52年度から ， 開発行為， 建築許可， 土地売買， 建築確認等に つ い て 公害防

止事前協議を 行っ て い る 。  

開発行 為等公害防止事前協議の状況（ 件数）  

令和２ 年度 令和３ 年度  令和４ 年度 令和５ 年度 令和６ 年度 

200 181 142 158 130 

 

⑥ 公害苦情 

近年公害苦情は， 工場等から のい わゆ る 産業型公害に 対す る も のが減少し ， 悪

臭， 騒音等の都市・ 生活型公害に 対す る も のの割合が多く な っ て い る 。  

公害苦 情の状況（ 件数）  

分類 

 

年度 

大気 

汚染 

水質 

汚濁 
騒音 振動 悪臭 

土壌 

汚染 
地下水 その他 合計 

令和２ 年度 9 25 65 13 45 0 0 5 162 

令和３ 年度 2 18 58 10 32 0 0 3 123 

令和４ 年度 13 11 44 7 28 0 0 2 105 

令和５ 年度 6 16 38 5 20 0 0 2 87 

令和６ 年度 11 10 33 11 11 0 0 1 77 

(8) 生物多様性の保全 

第三次鹿児島市環境基本計画に 掲げ る 自然共生社会の構築を 実現す る た め ， 令和

４ 年３ 月に 第二次生物多様性地域 戦略を 策定し ， 生物多様性の保全等に 関す る 施策

を 総合的かつ 計画的に 進めて い る 。  

① かごしま自然百選の選定 

本市の自然の魅力を 広く 周知す る こ と に よ り ， 貴重な 自然を 維持・ 保全す る と

と も に ， 生物多様性への理解を 深め る こ と を 目的と し て ， 平成 27年２ 月に 「 かご

し ま 自然百選」 を 選定し た 。  

 

② 生物多様性に関する学習推進 

本市の自然や生き 物， 暮ら し と の関係な ど ， 生物多様性に つ い て 分かり やす く
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学習で き る 小学生向け ＷＥ Ｂ 教材「 かご し ま 生き も のラ ボ 」 を 作成， 平成 31年４

月に Ｗ Ｅ Ｂ サイ ト を 開設し ， 学校等で 活用さ れて い る 。  

 

③ 自然遊歩道の指定 

自然と のふれあ い を 促進し ，人と 自然と の共生に 関す る 意識の高揚を 図る た め ，

自然遊歩道を 指定し て い る 。  

コ ー ス 名称 主な所在地 開設年月日 コ ー ス 全長 

八重山 自然遊歩道 郡 山 町 令和 2.  8.  2 山頂まで約2. 8㎞ 

三重岳 自然遊歩道（ 皆与志コ ー ス ）  皆 与 志 町 昭和47.  4. 29 山頂まで約4㎞ 

    〃    （ 南方コ ー ス ）  川 田 町 平成21.  5. 30 山頂まで約4. 5㎞ 

牟礼岡 自然遊歩道 宮 之 浦 町 平成18.  4. 22 山頂まで約1. 2㎞ 

寺山自 然遊歩道 吉 野 町 昭和48. 12. 16 全長約2. 5㎞ 

城山自 然遊歩道 城 山 町 昭和47. 12. 16 全長約2㎞ 

慈眼寺 自然遊歩道 下 福 元 町 昭和47.  5. 28 全長約3㎞ 

錫山自 然遊歩道 下 福 元 町 昭和51.  3. 28 全長約9. 3㎞ 

烏帽子 岳自然遊歩道（ 登山コ ー ス ）  平 川 町 昭和47. 10. 10 山頂まで約4. 5㎞ 

  〃   （ 平川動物公園コ ー ス ） ※閉鎖中 平 川 町 昭和49. 11. 24 山頂まで約8. 4㎞ 

グ リ ー ン フ ァ ー ム自然遊歩道 喜入一倉町 平成29.  3. 31 全長約2㎞ 

 

④ 保存樹等及び自然環境保護地区の指定 

「 鹿児島市保存樹等及び 自然環境保護地区に 関す る 条例」 の規定に 基づ き ， 市

民に 親し ま れ， 指定の要件を 満た す 樹木又は樹林を 保存樹又は保存樹林に ， 良好

な 自然環境を 有し 保護を 必要と す る 地区を 自然環境保護地区に 指定し て い る 。  

（ 令和７ . ４ . １ 現在）  

自然環境保護地区等  所 在 地 等 指定年月日 面 積 等 

自 然 環 境 保 護 地 区 
玉里町3385番１ 外 

下伊敷二丁目2948番外 

昭和49.  3. 20 

昭和50. 12. 20 

17, 623. 1 ㎡ 

23, 025  ㎡  

保 存 樹 － － 39 本  

保 存 樹 林 － － 12カ 所 

 

⑤ 鳥獣の飼養登録等の事務 

「 鳥獣の保護及び 管理並び に 狩猟の適正化に 関す る 法律」 に 基づ き ， 鳥獣の飼

養登録等に 係る 事務を 行っ て い る 。  

(9) 浄化槽整備補助事業 

浄化槽処理促進区域に お い て ， 公共用水域の水質保全と 生活環境の保全を 図る た

め， 既存の単独処理浄化槽又はく み取り 槽から 合併処理浄化槽へ設置換え す る 者に
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補助金を 交付し て い る 。 昭和63年度の事業開始以来， 令和 ６ 年度末で 25, 871基に 補

助を 行っ て い る 。  

【 対象の建物】  

( 1)  既存の住宅又は併設住宅（ 住宅部分の処理対象人員が１ ／２ 以上）  

( 2)  既存の集会施設（ 地域の公民館等）  

※新築（ 建て 替え を 含む） の建物は補助対象外  

【 補助金額】  

人槽区分 

（ 人槽）  

補助金額（ 千円）  

単独処理浄化槽を 撤去し て合併 

処理浄化槽に設置換えする 場合 

く み取り 槽を 撤去し て合併処理 

浄化槽に設置換えする場合 

５  752 722 

６ ～７  834 804 

８ ～10 968 938 

11～20 1, 047 1, 017 

21～30 1, 401 1, 371 

31～50 1, 778 1, 748 

※補助金額に は， 単独処理浄化槽又はく み取り 槽の撤去費用等に 対す る 上乗せ補助

金を 含む 。（ 上記金額は限度額）  

２ 環境衛生 

本市 の環 境衛 生に つ い て は ， 鹿 児島 市衛 生組 織連 合会 （ 733団体 で 構 成）， 商店 街，

ボ ラ ン テ ィ ア 団体等と の連携を 図り な がら ， ま ち 美化の推進， そ 族衛生害虫の駆除，

克灰袋 配布事業な ど ， き れい な 住みよ い ま ち づ く り のた めの事業を 行っ て い る 。  

ま た 平成16年10月に 施行さ れた 「 鹿児島市みん な で ま ち を 美し く す る 条例」 に 基づ

き ， 空 き 缶・ 吸い 殻等の投棄， 飼い 犬のふん の放置等の防止に つ い て 次のよ う に 具体

的な 施 策を 進め ， 市民等及び 事業者の意識の向上を 図り ， 市民総参加に よ る 美し い ま

ち づ く り を 進め て い る 。  

① た ばこ の吸い 殻の投棄防止を 重点的に 推進す る 必要があ る 地区を 「 路上禁煙地

区」 と し て 指定し ， 地元通り 会の協力を 得て 周知・ 広報に 努める 。  

② ま ち 美化推進指導員に よ る 巡 回パト ロ ー ルを 行い ， ま ち 美化に 対す る 意識啓発

を 図り な がら 条例違反者等に 対す る 指導・ 命令・ 過料の業務を 行う 。  

③ 地 域で 自主的， 恒常的に 清掃 活動等を 行う 団体を 「 ま ち 美化推進団体」 と し て

認定し ， 清掃用具の支給な ど の必要な 支援を 行う 。  

④ 地 域で 自主的に ま ち の美化に 係る 啓発及び 指導を 行う 人を 「 鹿児島市ま ち 美化

地域指導員」 と し て 認定し ， 啓発用具を 支給す る 等， 必要な 支援を 行う 。  

北部， 南部の両斎場は， 令和２ 年度から 指定管理者制度を 導入し ， 施設の適切な 維

持管理 及び 円滑な 運営が図ら れて い る 。  

市営墓地， 共同墓地等に つ い て は， 墓参者の利便を 図る た め ， 施設改良や環境整備

の推進 に 努めて い る 。  
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(1) 市衛生組織連合会 

設 立 目 的： 各衛生組織相互の連絡協調を 図る と と も に ， そ の健全な る 発展を 促進

し ， 市民の自主的実践活動を 活発に し ， も っ て 公衆衛生及び 生活環境

の改善向上を 期す る こ と を 目的と す る 。  

組織・ 機構： 市衛生組織連合会（ 平成 17. ４ . １ 発足）  

各衛生組織を も っ て 構成す る 。  

会 長 １ 人  副会長 ３ 人 

理 事 79人  監  事 ４ 人 

団体数 733団体（ 令和７ . ４ . １ 現在）  

世帯数 約128, 000世帯（ 令和７ . ４ . １ 現在）  

総世帯数に 対す る 割合  44. 8%（ 令和７ . ４ . １ 現在）  

（ 注） 理事に は， 正副会長を 含む  

市 費 補 助： 令和７ 年度予算 10, 668千円 

(2) 斎  場 

区 分 北  部  斎   場  南  部  斎  場  

設 置 昭和63年11月１ 日  平成４ 年２ 月１ 日 

所 在 地 小山田町6075番地 上福元町6945番地の１  

敷 地 及 び 建 物 
敷  地 69, 937  ㎡ 

建物面積  4, 205. 96㎡ 

敷  地 12, 018  ㎡ 

建物面積  3, 526. 58㎡ 

施 設 

火葬棟 （ 火葬炉13基〔 大型炉12基，そ

の他１ 基， 燃料は白灯油〕， 炉

前ホール，中央監視室，収骨室

等）  

待合棟 （ 待合室， 湯沸室， 事務室等） 

斎場棟 （ 式場， 控室等）  

その他 （ キャノ ピー， 霊灰塔等）  

１  階 （ 火葬炉８ 基〔 大型炉８ 基， 燃

料は白灯油〕， 炉前ホール， 中

央監視室， 収骨室， 事務室等） 

２  階 （ 待合室， 湯沸室等）  

その他 （ キャノ ピー， 霊灰塔等）  

令和６ 年度火葬件数 4, 213件 3, 575件 

(3) 墓  地 

墓地面積等（ 墓園を 含む）                 （ 令和７ . ４ . １ 現在）  

市 営 墓 地 宗 教 法 人 等 共 同 墓 地 

461, 981㎡（ 18カ所）  311, 614㎡（ 25カ所）  643カ所 

 

市営墓地使用許可件数（ 令和６ 年度）    57 件 

市営納骨堂使用許可件数（ 令和 ６ 年度）   ５  件 

墓地使用料（ 施行日 平成21. ６ . １ ）  

「 墓地」（ １ ㎡当た り ）  

武岡墓地      ７ 万円   宇宿墓地     ５ 万２ 千円 

興国寺墓地   ３ 万９ 千円   永吉墓地     ６ 万５ 千円 

草牟田墓地   ５ 万３ 千円   別ヶ 迫墓地   ２ 万３ 千円 

露重墓地    ４ 万５ 千円   原良墓地     ４ 万４ 千円 
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郡元墓地    ４ 万５ 千円   万田ヶ 宇都墓地  ３ 万８ 千円 

平原墓地    ８ 万５ 千円   高免墓地       ２ 千円 

坂元墓地    ４ 万５ 千円   古里墓地       ５ 千円 

唐湊墓地    ４ 万２ 千円 

※武岡墓地の芝生墓 所は４ １ 万円（ ５ ㎡）  

(4) 墓  園 

○川上墓園 ○星ヶ 峯墓園  

所 在 地 川上町471番地 所 在 地 五ヶ 別府町 1789番地２  

面  積 24, 595. 27㎡ 面  積 47, 709㎡ 

墓所区画 2, 400区画 墓所区画 3, 366区画 

使 用 料 320, 000円（ ５ ㎡）  使 用 料 70, 000円（ １ ㎡当た り ）  

（ 芝生墓所は380, 000円）  供用開始 昭和61年３ 月１ 日 

供用開始 昭和58年２ 月１ 日 

(5) 納骨堂 

○小松原納骨堂 ○東谷山納骨堂  

所 在 地 小松原二丁目32番３ 号 所 在 地 東谷山一丁目66番３ 号 

敷地面積 842. 67㎡ 敷地面積 955. 75㎡ 

建物面積 440㎡ 建物面積 534. 48㎡ 

祭 壇 数 450壇 祭 壇 数 432壇 

使 用 料 160, 000円 使 用 料 305, 000円 

供用開始 昭和50年８ 月６ 日 供用開始 昭和62年８ 月７ 日 

(6) 合葬墓  

所 在 地 五ヶ 別府町1789番地２ （ 星ヶ 峯墓園内）  

延床面積 143. 25㎡ 

規  模 3, 000柱埋蔵可能 

使 用 料 合葬室   38, 000円 

個別埋蔵室 88, 000円 

供用開始 令和６ 年２ 月29日 

３ 清  掃 

本市の清掃行政は， 令和４ 年３ 月 に 策定し た 「 第四次一般廃棄物処理基本計画」 に

お い て ，「 みん な で  資源の循環と ゼ ロ カ ー ボ ン に 取り 組む  持続可能な ま ち  かご し ま 」

を 基本 理念に 掲げ ， 資源が循環し ， 環境負荷が低減さ れる 循環型社会の構築に 向け た

取組を 行っ て い る 。  

ま た ， 廃棄物の適正処理を 推進す る た め， 一般廃棄物・ 産業廃棄物処理業の許可及

び 処理 施設の設置許可並び に 指導監督を 行う と と も に ， 不法投棄・ 野外焼却等の不適

正処理 を 防止す る た め パト ロ ー ル等を 行っ て い る 。  

こ のほか， 災害廃棄物の処理に 関 す る 事前対策や， 災害発生後の各段階に 応じ た 応

急対策， 事後処理に つ い て の基本的な 方針， 具体策と し て ，「 災害廃棄物処理計画」 を

策定し て い る 。  
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(1) 清掃事業審議会 

「 鹿児島市廃棄物の処理及び 清掃 に 関す る 条例」 の規定に 基づ き ， 清掃事業の円滑

な 運営 と 健全な 進展を 図る た め ， 鹿児島市清掃事業審議会を 設置し て い る 。  

審議会の委員は， 学識経験者， 公 募委員等 15人で 構成。  

(2) ごみ処理 

① 令和６年度ごみ・資源物量                  （ 単位 ： ｔ ） 

区   分  
計画収集  

直接搬入 合計 構成比 
直営 委託 小計 

ご
み 

も や せ る ご み 50, 664  44, 372  95, 036  56, 864  151, 900  81. 03% 

も や せ な い ご み 758  660  1, 418  2, 039  3, 457  1. 85% 

粗 大 ご み 886  0  886  4, 926  5, 812  3. 10% 

小 計 52, 308  45, 032  97, 340  63, 829  161, 169  85. 98% 

資
源
物 

缶・ びん, ペッ ト ボト ル 3, 959  3, 504  7, 463  146  7, 609  4. 06% 

古 紙 類 2, 022  9, 571  11, 593  0  11, 593  6. 18% 

プ ラ ス チ ッ ク 容器類 1, 450  2, 949  4, 399  12  4, 411  2. 35% 

電 球 ・ 蛍 光 灯 / 

乾電池/小型充電式電

池等/ ス プ レ ー 缶類 

404  0  404  0  404  0. 22% 

小 型 家 電 0  16  16  0  16  0. 01% 

金 属 類 1, 075  863  1, 938  0  1, 938  1. 03% 

剪 定 枝 0  318  318  0  318  0. 17% 

小 計 8, 910  17, 221  26, 131  158  26, 289  14. 02% 

排 出 量 合 計 61, 218  62, 253  123, 471  63, 987  187, 458  100. 00% 

（ 注） ア  計画収集は， 一般家庭（ 305, 027世帯， 591, 561人） 及び 粗大ご み収集等に

かかる も の。（ 世帯数及び 人口は令和 ６ . 10. １ 現在）  

イ  計画収集は， も やせる ご み週２ 回， 缶・ び ん ， ペ ッ ト ボ ト ル月２ ～３ 回，

古紙週１ 回， 衣類月２ 回， プ ラ ス チ ッ ク 容器類週１ 回， も やせな い ご み，

電球・ 蛍光灯， 乾電池， 小型充電式電池等， ス プ レ ー 缶類， 金属類月１ 回

の収集。  

ウ  直接搬入に は， 許可業者の搬入を 含む 。  

 

② 人員及び機材（計画収集分）             （ 令 和 ７ . ４ . １ 現在 ） 

直    営      140人 機  材（ 車両）   52台 

委    託  32業者 156人 機  材（ 車両）   52台 

 

 

 

 

 



- 170 - 

③ 清掃事務所，ごみ処理施設及び資源化施設の概要 

ア 清掃事務所                     （ 令和７ . ４ . １ 現在） 

名 称 所在地 敷地面積 建物面積 建物構造  完成年月  

鹿 児 島 市 

清 掃 事 務 所 

犬迫町 

11918番地 
14, 177㎡ 4, 148. 00㎡ 

鉄筋コ ン ク リ ート 造 

２ 階 建 ほ か 
昭和56. ７  

イ 焼却施設                      （ 令和７ . ４ . １ 現在） 

施 設 名 北 部 清 掃 工 場 南 部 清 掃 工 場 

所 在 地 犬迫町11900番地 谷山港三丁目３ 番地３  

完 成 平成19年３ 月 令和３ 年12月 

敷 地 面 積 51, 600㎡ 30, 300㎡ 

建 物 面 積 

ごみ焼却棟    27, 412. 76㎡ 

粗大ごみ処理棟  5, 700. 97㎡ 

（ 内 管理事務所  1, 712. 514㎡）  

その他建物     363. 92㎡ 

工場棟   13, 720. 73㎡ 

管理棟   1, 711. 24㎡ 

その他建物 1, 115. 50㎡ 

型 式 スト ーカ式全連続燃焼式焼却炉 スト ーカ式全連続燃焼式焼却炉 

公 称 能 力 
焼却  265ｔ ／日×２ 基 

破砕・ 選別  30ｔ ／５ ｈ  

焼却  110ｔ ／日×２ 基 

バイ オ ガ ス   30ｔ ／日×２ 基 

建 設 費 21, 209, 698千円 21, 289, 789千円 

令和６ 年度処理量 

（ ご み 焼 却 量 ）  
103, 724. 28ｔ  53, 114. 28ｔ  

○ 北部清掃工場ご み焼却施設基幹的設備改良事業  

ご み 焼却 施設 の延 命化 及び Ｃ Ｏ ２ 排出量削減の た め ， 重要機器等の大 規模

な 更新・ 改良工事を 行う 。  

○ 南部清掃工場運営事業  

安定的で 適正な ご み処理を 行う と と も に ， バイ オ ガ ス 施設と 高効率発電施

設を 生かし た 運営を 行う 。  

ウ 埋立処分場                    （ 令和７ ．４ ．１ 現在）  

施 設 名 所 在 地 開設年月日 埋立面積 埋立可能容量  

横井埋立処分場 犬迫町11900番地 昭和61. ９ . １  183, 300㎡ 5, 008, 000㎥ 

○ 令和６ 年度処分量  24, 574. 37ｔ  

エ 資源化施設                    （ 令和７ ．４ ．１ 現在）  

施 設 名 鹿児島市リ サイ ク ルプ ラ ザ  

所 在 地 鹿児島市犬迫町11900番地（ 北部清掃工場敷地内）  

完 成 平成14年３ 月 

建 物 面 積 
本 館 6, 142. 14㎡  ２ 号棟 2, 397. 21㎡ 

１ 号棟  420. 54㎡  ３ 号棟 1, 937. 32㎡ 

機 能 

本 館 缶・ びん・ ペッ ト ボト ルの選別・ 圧縮・ 保管 

    啓発施設（ 学習室・ 展示室・ 見学コ ース）  

１ 号棟 缶・ ペッ ト ボト ル・ プラ スチッ ク容器類の成形品の保管 

２ 号棟 プラスチッ ク 容器類の選別・ 圧縮・ 保管 

３ 号棟 缶・ びん・ ペッ ト ボト ルの選別・ 圧縮・ 保管 
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処 理 能 力 

97ｔ ／５ ｈ  

（ 内訳）  本 館 缶・ びん・ ペッ ト ボト ル 33ｔ ／５ ｈ  

     ２ 号棟 プラスチッ ク 容器類   26ｔ ／５ ｈ  

     ３ 号棟 缶・ びん・ ペッ ト ボト ル 38ｔ ／５ ｈ  

令和６ 年度処理量 11, 820. 71ｔ  

施 設 概 要 

缶・ びん・ ペッ ト ボト ル及びプラ スチッ ク容器類の選別・ 圧縮処理を行う 施

設。 また， 本館には学習室， 展示室などを設け， ごみの減量化・ 資源化につ

いての市民の意識向上を図る啓発機能を備えている。  

 

④ ごみ処分手数料 

・ 家庭系一般廃棄物（ し 尿及び 浄化槽等の汚泥を 除く 。）  

100キ ロ グ ラ ム を 超え る 10キ ロ グ ラ ム に つ き  70円 

（ ※100キ ロ グ ラ ム 以下の場合は無料）  

た だ し ， 10キ ロ グ ラ ム に 満た な い も のは， 10キ ロ グ ラ ム と みな す 。  

・ 事業系一般廃棄物（ し 尿及び 浄化槽等の汚泥を 除く 。）  

10キ ロ グ ラ ムに つ き  70円 

た だ し ， 10キ ロ グ ラ ム に 満た な い も のは， 10キ ロ グ ラ ム と みな す 。  

・ 資源化施設に 搬入す る 場合は無料と す る 。  

 

⑤ 粗大ごみ処理手数料（平成23.10.１～） 

「 粗大ご み」 と は， 一般家庭の日常生活に 伴っ て 生ず る 耐久消費財そ の他の固

形の廃棄物（ 特定家庭用機器再商品化法（ 平成 10年法律第97号） 第２ 条第４ 項に

規定す る 特定家庭用機器及び 市長が別に 定め る も のを 除く 。） で あ っ て ， そ の最大

の 辺 又は 径がお お む ね 50セ ン チ メ ー ト ル以 上 200セ ン チ メ ー ト ル以 下で あ り ， か

つ ， 重量がお お む ね60キ ロ グ ラ ム 以下で あ る も の及び 市長が特に 認める も のを い

う 。  

・ 平均的な 重量が30キ ロ グ ラ ム 未満のも のと し て 市長が定め る も の  

１ 個又は１ 組に つ き  350円 

・ 平均的な 重量が30キ ロ グ ラ ム 以上のも のと し て 市長が定め る も の  

１ 個又は１ 組に つ き  700円 

(3) し尿処理 

① 令和６年度し尿処理実績  

 処理量（ ｔ ）  

し 尿 8, 030. 46 

浄 化 槽 汚 泥 等 72, 264. 61 

計 80,295.07 

 

② 収集形態 

し 尿は（ 公財） 鹿児島市環境サー ビ ス 財団及び 民間の許可業者が， 浄化槽汚泥

は民間の許可業者が収集を 行う 。  
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③ 令和６年度末における処理人口 

区 分 人 口 

し 尿 く み 取 り  14, 161人 

浄 化 槽 107, 737人 

 

④ 人員及び車両（バキューム車）            （ 令和７ . ４ . １ 現在）  

  

⑤し尿処理施設の概要    （ 令和７ . ４ . １ 現在）  

名 称 衛生処理セ ン タ ー  

所 在 地 谷山港三丁目２ 番地１  

完 成 平成13年３ 月 

敷 地 面 積 5, 755㎡ 

建 物 面 積 1, 744. 66㎡ 

方 式 前処理後固液分離下水道投入  

計 画 処 理 量 344㎥／日（ １ 日８ 時間運転）  

 

⑥し尿処理手数料等 

ア し尿処理手数料                   （ 平成13. ７ . １ 改定） 

区     分 手  数  料 備    考 

定額制 

一般家庭（ 月１ 回を超えてく み取る 

も のを除く 。） 及びこ れに準ずるも の 

１ 人１ 月につき380円 従量制の範囲 

商店等の事業所，生花，書道等の

塾，雨水，湧水などの混入が著し

く 多いもの 
従量制 

定額制以外のもの 

18 ℓ につき170円 

ただし ， 18 ℓ に満たない

ものは18 ℓ と みなす。  

臨時収集加算金 

従量制において臨時にく み取る場合 

に， 従量制の手数料に加算するも の 

１ 回につき2, 300円 
工事現場， 催物， 大会等のため，

一時的に設置さ れた仮設ト イレ 

イ 浄化槽汚泥等処分手数料               （ 平成16. 11. １ 改定） 

区     分 手    数    料 

市長の許可を受けて自ら 市長の

指定する施設に投入するもの 

18キログラムにつき２ 円 

ただし ，18キログラ ムに満たないものは，18キログラ ムと みなす。 

(4) ごみの減量化・資源化に関する事業 

ご み の減 量化 ・ 資 源化 の推 進に あ た っ て は， こ れ ま で 順次 分別 収集 品目 を 増 やし ，

18分別19品目資源化の体制を 確立す る と と も に ， 市民意識の啓発， 補助金制度に よ る

市民の 自主的活動の促進及び 事業所ご み対策を 主軸に 諸施策を 展開し て き た 。  

区 分 人員 

車        両  

10, 500 

～9, 000 ℓ  

7, 200 

～4, 500 ℓ  

3, 800 

～3, 000 ℓ  

2, 900 

～2, 700 ℓ  

2, 600 

～1, 200 ℓ  
350 ℓ  合計 

鹿児島市環境

サービス財団 
12人 0 2 3 0 3 1 9台 

許可業者 

（ 15社）  
253人 17 13 69 14 10 2 125台 
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生産， 流通， 消費から 処分ま で のす べて の段階に お い て ， 市民・ 事業者・ 市民活動

団体・ 行政がそ れぞ れの立場で 責務と 役割を 果た し ，一体と な っ て ご みの発生抑制（ リ

デ ュ ー ス ）， 再使用（ リ ユ ー ス ）， 再生利用（ リ サイ ク ル） のい わゆる ３ Ｒ （ ス リ ー ア

ー ル） に 取り 組む と と も に ， ご みの減量化・ 資源化を 推進す る た め ， 次の施策を 展開

し て い る 。  

主な 事 業 

① 古紙類対策 

・ 分別収集の実施  

・ 資源物回収活動補助  

 

② 生ごみ対策 

・ ホ ー ム フ ー ド リ サイ ク ルグ リ ー ン 事業  

・ 生ご み処理機器設置費補助  

・ 生ご みリ サイ ク ル授業 

 

③ 容器包装ごみ対策 

・ 分別収集の実施  

 

④ 資源化推進対策 

・ 古紙類， 電球・ 蛍光灯， 乾電池， 小型充電式電池等、 ス プ レ ー 缶類， 金属類の

分別収集の実施  

・ 使用済小型電子機器等の拠点回収の実施  

・ 剪定枝資源化事業 

・ 羽毛循環リ サイ ク ル事業  

 

⑤ 庁内の率先行動 

・ 庁内ご みの分別の徹底 

 

⑥ 市民意識の啓発 

・ ご み出し マ ナ ー の啓発（ ご み出し カ レ ン ダ ー 及び 啓発チ ラ シ 等の作成・ 配布な

ど ）  

・ ご みの減量化・ 資源化と ま ち 美化児童作品コ ン ク ー ル  

・ 市政出前ト ー ク  

・ フ リ ー マ ー ケ ッ ト 等の開催情報の提供な ど  

・ ホ ー ム フ ー ド リ サイ ク ルグ リ ー ン 事業（ 再掲）  

・ 脱プ ラ ス チ ッ ク 生活チ ャ レ ン ジ 事業（ ワ ー ク シ ョ ッ プ の開催等）  

・ 食品ロ ス 削減推進事業 

・ 食品ロ ス 削減マ ッ チ ン グ サー ビ ス 運用事業  

・ ま ち 美化活動支援事業 

市民団体がボ ラ ン テ ィ ア で 行う 地域美化活動（ 清掃活動） で 集め た ご みを 市

が収集・ 運搬し 処理す る こ と に よ り ， 市民の自発的な ま ち 美化を 促進し ， ご み

問題及び ま ち 美化に 対す る 啓発高揚を 図る 。  
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⑦ 事業系ごみ対策 

・ 事業所ご みの適正処理ガ イ ド ブ ッ ク 及び 広報チ ラ シ の作成・ 配布  

・ 清掃工場に お け る 搬入検査の実施  

 

⑧ 補助事業の推進 

ア 生ごみ処理機器設置費補助（再掲） 

電気式生ご み処理機１ 基に つ き ， 20, 000円を 限度に ， 購入価格の２ 分の１ 以

内の額を 補助す る 。 た だ し ， 補助対象は， １ 世帯に つ き １ 基と す る 。  

生ご み堆 肥 化容 器１ 基 に つ き 3, 000円 を 限 度 に ， 購 入価 格の ２ 分 の １ 以内 の

額を 補助す る 。た だ し ，補助対象と な る 容器は，１ 世帯に つ き ２ 基ま で と す る 。  

イ 資源物回収活動補助（再掲） 

回収量による補助金 

古  紙  類 ８ 円／㎏ 金  属  類 ３ 円／㎏  

空 き び ん 類 ３ 円／本 廃 食 用 油 30円／ ℓ  

品目別回収量に 上記単価を 乗じ た 額  

ウ ごみステーション整備費補助 

ご みス テ ー シ ョ ン を 整備し た 場合に ， 経費の２ 分の１ 以内で ， 50, 000円を 限

度と し て 補助す る 。前回の交付決定から 10年を 経過し た も のに つ い て も 認め る 。 

エ 剪定枝粉砕機購入費補助 

剪定枝粉砕機１ 基に つ き ， 20, 000円を 限度に ， 購入価格の２ 分の１ 以内の額

を 補助す る 。 た だ し 補助対象は， １ 世帯等に つ き １ 基と す る 。  

(5) 家庭ごみの高齢者等戸別収集サービス（まごころ収集）事業 

家庭から 排出さ れる ご み・ 資源物を 自ら ご みス テ ー シ ョ ン に 運ぶこ と が困難な 高

齢者及び 障害者等を 対象に ， 戸別収集を 行っ て い る 。  

対象者  介護保険法又は障害者総合支援法に 基づ く 居宅サー ビ ス を 現に 利用し

て い る 一人暮ら し の者のう ち ， ご み出し が困難な 他に 協力を 得る こ と

がで き な い 者で ， 下記に 該当す る 者  

① 要介護認定者（ 要介護度１ ～５ ）  

② 障害者（ 身体障害１ ・ ２ 級， 知的障害Ａ 判定， 精神障害１ 級）  

※ ①， ②のみで 構成さ れる 世帯も 対象と す る 。  

(6) 廃棄物の適正処理に関する事業 

① 廃棄物監視指導員設置事業 

不法投棄や野外焼却の早期発見と 迅速な 対応を 行う た め ， ま た ， ご み及び 資源

物のご みス テ ー シ ョ ン から の持 ち 去り 行為を 防止す る た め に 監視パト ロ ー ルを 実

施す る と と も に ， 廃棄物処理施設及び 自動車リ サイ ク ル法関係事業所への立 ち 入

り に よ る 指導等を 行い ， 不適正処理の未然防止を 図る た め指導員６ 名を 配置し て

い る 。  

② 産業廃棄物処理施設排出水水質監視 

産業廃棄物処理施設等（ 最終処分場） から の排出水の水質を 定期的に 検査し ，

施設の適正な 維持管理に つ い て 確認を 行っ て い る 。  
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(7) 許可・登録 

① 一般廃棄物 

ア  一般廃棄物収集運搬業許可  

イ  一般廃棄物処分業許可  

ウ  一般廃棄物処理施設設置許可  な ど  

② 産業廃棄物 

ア  産業廃棄物収集運搬業許可  

イ  産業廃棄物処分業許可  

ウ  産業廃棄物処理施設設置許可  な ど  

③ その他 

ア  使用済自動車の引取業者登録  

イ  使用済自動車のフ ロ ン 類回収業者登録  

ウ  使用済自動車の解体業許可  

エ  使用済自動車の破砕業許可 な ど


